別紙
	株式所有等状況報告書

年　　月　　日

国立大学法人横浜国立大学長　殿

報告者　所属　　　　　　　　　　　　　　
職名　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　　
国立大学法人横浜国立大学教職員の株式所有等に関する規則第2条の規定に基づき、下記のとおり株式所有等の状況を報告します。
記

	
	Ⅰ　報告者
	

	
	業務内容


	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	Ⅱ　所有する株式又は出資に係る会社
	

	
	名称
	
	

	
	本店の所在地
	
	

	
	業務内容

	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	Ⅲ　所有する会社の株式又は出資
	

	
	所有する株式数又は出資口数
	
	

	
	
	
	

	
	取得原因
	
	

	
	取得時期
	
	

	
	Ⅳ　所有比率
	

	
	会社の発行済株式又は出資口数の総数
	
	

	
	総数に占める所有株式の数又は出資口数の割合
	
	

	
	Ⅴ　議決権の状況

	
	

	
	
	
	

	
	Ⅵ　役員兼業の状況
	
	

	
	
	
	

	
	Ⅶ　その他参考となす事項
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	(注)

(1)　Ⅰの「業務内容」の欄には、Ⅱの欄に記載された会社に対し業務上の権限の行使に携わることを業務内容とする場合又は本学と当該会社との間の契約の締結若しくは履行に携わることを業務内容とする場合は、その旨及び権限又は契約の具体的な内容を業務内容に併せて記載するものとする。


	(2)　Ⅱの「事業内容」の欄には、Ⅱの欄に記載される会社に対し業務上の権限の行使に携わることを職務内容とする場合又は本学と当該会社との間の契約の締結若しくは履行に携わることを業務内容とする場合は、事業内容を記載した上で、当該業務内容に対応する事業内容をかっこ書き等で明示するものとする。

(3)　Ⅲの「所有する会社の株式又は出資口数」の欄には、所有する株式又は出資に共有に属するものが含まれている場合は、共有に属する株式の数又は出資口数に共有持分の割合を乗じたものと共有に属さない株式の数又は出資口数とを合算したもの並びに共有に属する株式の数又は出資口数及び共有持分の割合を記載するものとする。

(4)　Ⅲの「取得原因」の欄には、購入、振り込み、相続、遺贈等の別を記載するとともに、振り込み以外の場合の直前の所有者の氏名及び当該者と教職員との関係(有価証券市場で購入した場合にあっては、その旨)を記載するものとする。

(5)　Ⅴの「議決権の状況」の欄には、所有する株式又は出資に、議決権のない株式が含まれている場合には議決権のない株式の数を、議決権の行使について別段の定めがなされた出資が含まれている場合には当該出資の口数及び当該定めの内容を記載するものとする。なお、議決権のない株式を議決権のある株式に転換する可能性のある株式が含まれている場合は、当該株式の数並びに転換の条件及び転換請求可能期間をあわせて記載するものとする。

(6)　Ⅵの「役員兼業の状況」の欄には、Ⅱの欄に記載される会社が国立大学法人横浜国立大学教職員兼業規則第10条の規定によりその役員等の職を兼ねることについて承認されているときは、承認された年月日及び承認されている期限を記載するものとする。

(7)　Ⅶの「その他参考となる事項」の欄には、業務遂行上適当でないこととはならないと思料される状況等がある場合に、当該状況等を記載すること。

(8)　各欄に記入しきれない場合には、別の用紙に記載して添付するものとする。


